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第 21 回アジアコンストラクト会議開催報告 

 
当研究所は、2015 年 11 月 24 日（木）～25 日（金）、東京において第 21 回アジアコン

ストラクト会議を開催しました。各国参加者の間で活発な意見交換が行われ、当日の発表

はテーマペーパーに基づいて説明されましたが、当報告では各国の報告やフィールドツア

ーも含めながら開催概要を報告します。 

 

 

１．アジアコンストラクト会議について 

 アジアコンストラクト会議は、アジア・オセアニア地域の「建設市場の動向」「建設産業

の構造」「建設産業政策」等についての情報交換を目的としている。当研究所の呼びかけに

より 1995 年に日本で第 1 回が開催されて以降、韓国（第 2 回）、香港（第 3 回）、日本（第

4 回）、シンガポール（第 5 回）、マレーシア（第 6 回）、インド（第 7 回）、中国（第 8 回）、

オーストラリア（第 9 回）、スリランカ（第 10 回）、インドネシア（第 11 回）、香港（第

12 回）、韓国（第 13 回）、日本（第 14 回）、マレーシア（第 15 回）、ベトナム（第 16 回）、

インド（第 17 回）、シンガポール（第 18 回）、インドネシア（第 19 回）、香港（第 20 回）

と、参加国の持ち回りによって年 1 回開催されてきた。 

 

図表 1 過去開催国・出席国（過去 10 回） 

 

 

 

国名 機関名 第１２回 第１３回 第１４回 第15回 第16回 第17回 第18回 第19回 第20回 第21回

(第20回に参加した国の機関名を表記） 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2016

香港 韓国 日本 マレーシア ベトナム インド
シンガポー

ル
インドネシア 香港 日本

日本 （財）建設経済研究所 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

Research Institute of Construction and Economy

韓国 韓国国土研究院 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

Korean Research Institute of Human Settlement

香港 香港理工大学 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

Hong Kong Polytechnic University ※発表無

シンガポール 建設産業庁 ○ ○ ○ ○ ○ ○

Building and Construction Authority

マレーシア 建設産業開発局 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

Construction Industry Development Board

インド 建設産業振興評議会 ○ ○ ○ ○ ○ ○

Construction Industry Development Council

中国 中国建設部

Ministry of Construction

オーストラリア カーティン大学　BIM研究所 ○

University of Newcastle,University of Technology,Sydney

スリランカ 建設産業振興局 ○ ○ ○ ○

Construction Industry Development Authority

インドネシア 全国建設サービス開発委員会 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

Ministry of Public Works

フィリピン 貿易産業省建設産業局 ○

Construction Industry Authority of Philippines

ベトナム 建設省　建設都市経営学校 ○ ○ ○ ○ △ ○ ○

モンゴル 建設都市開発公共事業局

Agency for Construction,Urban Development & PublicUtilities

ニュージーランド ＵＮＩＴＥＣ工科大学 ○

UNITEC

Academy of Managers for Construction and Cities

住宅・建築局

Department　of Building and Housing
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２．第 21 回会議の概要 

今回の第 21 回アジアコンストラクト会議は、8 年ぶりの日本開催であり、また、アジア

コンストラクト会議としても 2014 年の香港開催以来 2 年ぶりの開催となった。日本（当研

究所）、香港（香港理工大学）、韓国（建設産業研究院）、インド（建設産業振興評議会）、

インドネシア（全国建設サービス開発委員会）、マレーシア（建設産業開発局）、ベトナム

（建設省 建設都市経営学校）、スリランカ（建設技術省 建設産業振興訓練所）の合計 9

カ国･地域が参加した。1 日目（24 日（木））の会議については東京都港区のホテルメルパ

ルク東京にて開催し、2 日目（25 日（金））のフィールドツアーでは千葉県の東京外環道

施工現場を視察した（後述）。今回の会議テーマについては“Sustainable Construction 

Policy and Market（持続可能性を目指した建設産業政策及び建設市場）”と題し、各国の

現状について発表、情報交換の場を設けた。 

 

まず、当研究所の竹歳誠理事長より歓迎の挨拶を行

い、「21世紀はアジアの時代。アジア地域が今後も技

術の進展や社会基盤の充実により繁栄を続けること

を確信している。その中で、人間にとってよりよい環

境を作り出し、経済活動を高める建設産業の重要性を

この機会に再確認したい。アジアの建設市場の拡大の

中で国境を越えたビジネスを展開することになるだ

ろう。この会議を通じて、各国の貴重な情報や経験に

ついて、有意義な意見交換を行い、アジア地域の建設

市場に関する相互の理解を深め、参加各国の交流、連

携が更に促進されることを期待したい。」と述べた。 

続いて、石井啓一国土交通大臣の挨拶を代読した毛

利信二国土交通審議官より、「アジア地域が将来にわ

たって力強い経済成長を維持していくためには、イン

フラ整備がその礎となる。これからのインフラ整備は

『質の高いインフラ投資』により、ライフサイクルコ

ストが抑制され、環境にやさしく、持続可能である、

といったコストに対して高い価値が提供されるもの

であることが必要である。インフラ整備に当たっては、

その実施主体である建設産業の果たすべき役割は非

常に大きい。本会議で建設産業に関する技術やノウハ

ウ、経験が共有され、それらが各国の持続可能な発展

に寄与することを期待する。」とのお言葉を頂いた。 

 

来賓挨拶する毛利国土交通審議官 

歓迎挨拶する竹歳建設経済研究所理事長 
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次に、海堀安喜国土交通省大臣官房建設流通政策

審議官より、「質の高いインフラ投資（Quality 

Infrastructure Investment）」と題して基調講演を

頂いた。2016年5月の伊勢志摩サミットにおいて発

出された「質の高いインフラ投資の推進のためのG7

伊勢志摩原則」を紹介いただくとともに、これから

の「質の高いインフラ投資」においてはハード面と

ともに人材育成が重要になってくる点を強調された。

また、「質の高いインフラ投資」が、耐久性やメンテ

ナンス、環境への影響、現地の雇用創出や技術・ノ

ウハウ移転等の観点から、長期的により大きな効果

を発揮するという認識が、これから発展が見込まれ

るアジアの地域において共有されることを強く期待

する旨述べられた上で、具体的なプロジェクトとと

もに今後の日本の「質の高いインフラ投資」につい

ての戦略を紹介いただいた。 

 

基調講演の後、今回のテーマ“Sustainable 

Construction Policy and Market（持続可能性を目

指した建設産業政策及び建設市場）”について参加各

国による発表及び質疑応答が行われた。なお、会議

全体の司会を当研究所の徳永政道研究理事が務めた。 

 

 

３．各国の建設市場動向およびテーマ報告の概要1   

以下に、今回のテーマである各国のマクロ経済および建設市場動向についての報告書が

事前に提出されており、本稿ではその概要を報告する。なお、テーマへの認識が各国で異

なるため、発表内容が様々であることに留意していただきたい。 

 

 

（１）香港 

【マクロ経済及び建設投資の状況】 

 2016 年第 1 四半期の経済成長率は、2015 年第 4 四半期の 1.9％から鈍化し、対前年比

0.8％の増加に止まった。 

 サービス産業の純生産の増加率については、経済成長鈍化や外国経済環境の不確実性

                                                  
1 当日の発表順に記載する。 

講演する海堀国土交通省大臣官房建設

流通政策審議官 

司会する徳永建設経済研究所研究理事 
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が反映され、2015 年は、2014 年の 2.4％から減少

して 1.9％となった。 

 第二次産業の純生産については、製造業が 2 年連続

の減少、2015 年全体では対前年比 2％の伸びを記録

した一方、第 4 四半期は▲2.3％の減少となった。 

 全体的な労働市場は、堅調な労働需要を反映して、

2016 年第 1 四半期に概ね安定していた。失業率は

2015 年に 3.3％から 3.4％に上昇した。総雇用者数

は対前年比 0.3％の伸びを示し、3,811,800 名に達し

た。賃金と利益は緩やかな増加が持続した。 

 2015 年の建設投資は、対前年比 18％増の 1,450 億

香港ドルとなった。政府建設投資については、これ

まで堅調に増加し続けていたが、立法会の審議難航

により 2015 年をピークに減少している。 

 

【持続可能性を目指した建設産業政策及び建設市場】 

 「持続可能な発展」とは、国連世界環境開発委員会（WCED）が「将来の世代が自分

のニーズを満たす能力を損なうことなく、現在のニーズを満たす開発」と定義した。

それによると、経済的持続可能性、社会的持続可能性、および環境持続可能性の 3 つ

の要素から構成される。これらの 3 つの視点から、香港における建設業の主な課題と

制約、これらの制約を克服するための取り組みの提案を検討した。 

 まず、労働不足、労働老朽化、建設安全、新技術の採用を嫌う請負業者、現場での作

業スペースの制限、廃棄物の大量発生という点で、香港の建設業に関する問題と制約

について議論した。 

 次に、メガインフラプロジェクトの開発、市場の十分な競争力の確保、地域のステー

クホルダーの事業拡大の促進、建設廃棄物管理の奨励、建設安全と労働福祉の改善の

促進等、地方政府や非政府機関による建設産業の発展を維持するための取り組みにつ

いて議論した。 

 最後に、産業化を促進し、できるだけ多くの緑の特徴を組み込み、建設安全と労働福

祉をさらに向上させ、外部市場との協力を拡大するなど、持続可能な建設業の発展を

提案した。 

 

 

（２）インド 

【マクロ経済及び建設投資の状況】 

 インドの経済成長は、2015-2016年における経済成長率は7.6％であり、2014-2015

報告する Michael Anson 香港理工

大学教授（香港） 
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年の7.2％を上回った。 

 政府はインフラ投資の第12次5カ年計画を策定し、インド企業の海外輸出やインド経

済の成長のため1.2兆ドルの投資を行うこととしている。 

 

【持続可能性を目指した建設産業政策及び建設市場】 

 インドの建設業は、経済の不可欠な部分であり、

開発投資の中枢を担い、生産性の向上と競争力の

強化を求める近代化に貢献している。 

 主な課題は、商品やサービスに対する需要の増加

であり、速度や品質の向上、コスト削減、労働に

代替するような技術的アップグレードが求められ

ている。伝統的な技術とインフォーマルな労働慣

行に影響される建設業界は、国内外の競争に打ち

勝つための技術力、財務力、組織力を育成する必

要があり、イメージとコンテンツの両方を変更す

ることを急いでいる。 

 持続可能な発展のため環境面での改善（公害の削減やエネルギー消費の大きい物質の

代替）や人間の側面（建設労働者のためのツールや作業環境の改善）が望まれる。 

 インドは、世界で7番目に面積が大きな国であり、様々な気候帯に住む10億人以上の

人々が暮らしている主要経済国である。経済改革が始まって以来、経済は急速に成長

しており、建設業は経済において非常に重要な役割を果たしている。 

 アジアコンストラクト会議においては、これまで様々なテーマについて議論してきた

が、今後は具体的な関心事項について議論を深度化することが重要である。 

 

 

（３）インドネシア 

【マクロ経済及び建設投資の状況】 

 インドネシア経済は2013年に世界第16位となり、

2014年第3四半期にはジャカルタ総合指数（株式指数）

は過去最高の5,259を突破した。 

 「国家中期開発計画2015-2019」によると、インフラ

開発は5年間で5,500兆ルピアと推定される。経済成

長率は、2014年から2016年にかけて非常に安定し、

2015年は5.08％、2016年は5.18％である。 

 GDP（2015年）は2,770.3兆ルピア（一定価格2000

年基準）である。 

報告する P R Swarup 建設産業振興

評議会局長（インド） 

報告する Krishna Suryanto Pribad

全国建設サービス開発委員会委員

（インドネシア） 
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 2015年の建設部門の成長率は2014年に比べ6.65％低く7.4％で、経済成長率を上回って

いる。2012年以降低下が続いたが、2014年以降改善している。 

  GDP（一定価格2000年）については、2015年からの経済成長は2014年よりも低い。 

 今後5年間（2015〜2019年）には、インフラストラクチャー投資を4,886兆ドルに押し

上げることで、戦略インフラには3,386兆ドル、基本インフラには1,500兆ドルを拠出

すると推定されている。 

 

【持続可能性を目指した建設産業政策及び建設市場】 

 近年、インドネシアでは建設業のGDPへの貢献度は高まっており10.4％程度となって

いる。インドネシア建設業のあらゆるステークホルダーが、厳しい目標とともに建設

商品を供給するべきという圧力下にあり、当面、持続可能な建設業がとるべきイニシ

アチブが注目を集めることとなる。 

 インドネシア建設業界の持続可能な建設開発の取り組みは遅れており、最大の問題は、

持続可能な建設事業を行うための技術者とマネージャーの必要性である。 

 事業における持続可能性の原則を認識し実践している専門家の下請け業者およびサプ

ライヤーは、競争の激しい持続可能な建設市場を提供するためにさらなる取り組みが

求められる。 

 インドネシアにおける持続可能な建設を主導するのは依然として政府である。制度を

完成させ、必要な規制を実施し、インドネシアの建設サプライチェーンの実施を支援

する能力を構築することに焦点を当てたアジェンダが必要である。 

 

 

（４）韓国 

【マクロ経済及び建設投資の状況】 

 2015 年における韓国の経済成長率は対前年比で

2.6％増であった。 

 GDP は主に民間消費と設備投資である。 

 設備投資は、海外需要の減少と工業生産の停滞に

より減少している。 

 政府消費は、予算の早期支出の影響により大きく

増加した。建設投資は引き続き好調な勢いで推移

しており、国内需要を押し上げると予測される。 

 輸出は、世界的な投資の低迷と外部競争力が弱ま

ったことから減速している。 

 輸入は、国内需要の減少により減速した。 

 CPI インフレ率は 1％前後である。 

報告する Jo JinCheol 国土研究院

リサーチフェロー（韓国） 
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 企業数は急増している一方で、金融危機の影響で売上の減少や破産が拡大し、外部シ

ョックには脆弱な状態にある。国内企業の再編は避けられない。 

 韓国のマクロ経済を安定させるためには、事業の再編やリスクヘッジが必要であり、

また、積極的な経済政策が求められる。 

 

【持続可能性を目指した建設産業政策及び建設市場】 

 経済発展を維持するだけでなく、人々の健康と安全

を守るためにも、老朽化したインフラは更新する必

要がある。 

 韓国では、建設から 30 年以上の老朽化したインフ

ラが全体の約 10％を占める。 

 老朽化したインフラの更新には、相当量の資金が必

要であり、現状、政府だけで賄うことができない。 

 民間企業によるブラウンフィールドやグリーンフ

ィールドの再開発、維持・管理等のプロジェクトへ

の参画が必要である。 

 民間企業がインフラの改修に参画する方法として、

コンセッションや PPP（Public-Private Partnership）を提案したい。 

 インフラの復旧・再開発は、経済発展だけでなく、韓国に住む人々の健康と安全を守

るためにも役立つことが期待される。 

 

 

（５）マレーシア 

【マクロ経済及び建設投資の状況】 

 2015 年のマレーシアの経済成長率は 5.0％であっ

た。 

 民間投資は 6.4％増と前年と比較して事業に対す

る慎重な姿勢が影響した。 

 公共部門は、政府が経済支援を継続したことを反

映し 4.3％増と安定的に推移している。 

 公共投資は、複数の大規模プロジェクトがほぼ完

了した反動により▲1.0％と減少した。 

 建設部門は、住宅部門が低成長であったため 8.2％

増と前年比で低下した。 

 サービス部門は 5.1％増、製造業は 4.9％増、鉱業・

採石業は 4.7％増、農業部門は 1.2％増であった。 

報告する SeJong Wang 建設産業研

究院リサーチフェロー（韓国） 

報告する Che Saliza Che Soe 建設

産業開発局シニアマネージャー

（マレーシア） 
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 労働力率は 67.6％と安定しており、失業率は 3.2％と上昇した。 

 インフレ率は 2.1％に低下し、世界的なエネルギーと商品価格の低下とリンギットの

弱まりが影響した。 

 通貨政策委員会（MPC）は、2015 年の Overnight Policy Rate（OPR）を 3.3％で維

持した。 

 銀行の基本貸出金利（BLR）は 6.8％である。 

 リンギットは 2015 年に 18.9％下落し、1 米ドル 4.29 リンギットとなっている。 

 

【持続可能性を目指した建設産業政策及び建設市場】 

 政府は、環境に配慮した持続可能な建設を促進す

る様々な方法を開始している。 

 プロジェクトの大半は環境的に持続可能であるた

めにグリーン・コースに主眼置いている。 

 政府は、「建設産業マスタープラ 2006-2015」を基

に、建設産業を現代的かつ持続可能なものに転換

するための戦略的な展望を抱いている。 

 マレーシア建設産業開発局は、工業化建築システ

ム（IBS）のロードマップを通じて、持続可能な

グリーン建設に関する課題に取り組んでいる。 

 

 

 

（６）スリランカ 

【マクロ経済及び建設投資の状況】 

 2015 年のスリランカの実質経済成長率は 5.7％で

ある。 

 農業部門、サービス部門、産業部門は、4.8％増、6.3％

増、4.8％増である。 

 農業林業や漁業部門による GDP への寄与度は低下

し、それぞれ 10％に止まったが、産業部門とサー

ビス部門はそれぞれ 32％と 56％で大きく寄与した。 

 銀行の金利は大きく上昇しているが、1 桁台に止ま

っている。 

 人口は 0.9％増と低成長となっており、失業率も前

年比 6％増とわずかであった。 

 

報告する Hemantha Kumara Balachandra

建設産業振興局 局長（スリランカ） 

報告する Sariah Abd Karib 建設産

業開発局 シニアゼネラルマネー

ジャー（マレーシア） 
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【持続可能性を目指した建設産業政策及び建設市場】 

 建設産業は、GDP の 10 分の 1 を占めるスリランカ経済において重要である。 

 建設業界は、紛争後の大規模なインフラ整備への投資を反映して 21.6％増と前例のな

い成長を見せている。 

 3 年連続で 14％以上の成長率を見せていた建設業の成長率は、政治移行の結果として

建設活動が減速したため、2015 年には▲4.2％と低い成長率を記録した。 

 現在のスリランカ政府は、建設部門に非常に野心的な開発計画を策定した。 

 西メガポリスの開発計画は、新政府の主要な開発計画の 1 つであり、プロジェクトの

価格は、400 億米ドルであると推定。 

 近年の政策、法制度、制度的枠組みの導入により、持続可能な建設産業の発展を確保

が図られている。 

 透明性と国民への説明責任を維持し、より多くの機会と市場を作り出す建設部門への

投資を促進している。 

 研究開発の結果としてもたらされた、代替材料や革新的で労働集約的な技術の導入は、

建設業界に多くの市場機会を創造し、今後の発展を期待する。 

 

 

（７）ベトナム 

【マクロ経済及び建設投資の状況】 

 2011～2015 年の GDP 成長率は 5.91％（平均）

であった。 

 2010年の 1人当たりGDPは 1,273米ドル /人で、

2015 年には 2,109 米ドル /人となった。 

 インフレ率は、2011 年は 13.62％、2012 年は

8.19％、2013 年は 4.77％、2014 年は 3.31％、2015

年は 2.05％となった。 

 人口は、2015 年には 9,170 万人、年間平均増加率

は 1.07％となった。 

 2015 年の失業率は、2010 年に比べ▲1.68％減少

した。 

 15歳以上の訓練を受けた雇用労働者の割合は、2011年の15.4％から2015年の19.9％

に増加した。 

 

【持続可能性を目指した建設産業政策及び建設市場】 

 2015 年には、昨年と比較して 10.82％増と、2010 年以来の最高水準であり、平均 GDP

成長率は 6.68％となった。 

報告する Van Bo Pham 建設都市経

営学校副校長（ベトナム） 
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 ベトナムの建設業界のサイクルは、経済成長のサイクルの影響を強く受けており、通

常は 3 年から 10 年の間である。 

 2000 年から 2009 年の間に、建設業の成長率は年 9.6％に達し、2010 年から 2014 年

の間は 5.1％に増えた。 

 民間企業における建設部門の割合は、2011〜2015 年で 80％以上を常に占めている。 

 住宅法（改正）2014 年、不動産法（改正）2014 年と景気刺激政策は、建設部門上昇

につながった。 

 過去に締結された合意と、FTA の今後の合意が、ベトナムにおける直接投資を促進し、

建設産業の発展を促進すると予測する。 

 今から 2020 年にかけて、ベトナムは輸送インフラ整備のために約 9,704 億米ドル、

電力インフラ整備事業には約 7,940 億米ドルが必要である。 

 PPP の法的枠組みができ、公共投資の分野における民間投資を誘致する条件が整った。 

 

（８）日本2 

【マクロ経済及び建設投資の状況】 

 わが国の経済は世界経済の混乱や 2011 年 3 月の東日

本大震災などから景気が減退していたものの、その後

は復旧・復興事業を中心とした公共投資が景気を後押

しして、回復基調となっており、2015 年度の実質経

済成長率は 0.8 兆円であった。 

 2015 年度のわが国の建設投資（名目額）は、約 51.0

兆円、うち政府投資は約 21.5 兆円、民間投資は約 29.4

兆円であり、ピーク時と比べると、建設投資は

▲39.3％（ピーク 1992 年度）、政府投資は▲38.8％（ピ

ーク 1995 年度）、民間投資は、▲47.2％（ピーク 1990

年度）と大幅に減少している。 

 2016 年 10 月に公表した建設投資の予測では、2016

年度の建設投資は、前年度比 1.9％増の 51 兆 9,400

億円となる見通しである。政府建設投資は前年度比 1.9％増と予測する。民間住宅投資

は前年度比 3.3％増、民間非住宅建設投資は前年度比 0.8％増となる見通しである。 

 

【持続可能性を目指した建設産業政策及び建設市場】 

 建設現場で働く技能労働者等の処遇悪化や就業者の高齢化、若年入職者の減少など、

建設投資と建設業就業者数に関するこれまで動向を振り返った。 

 近年の建設投資環境の変化を踏まえて 2016 年 11 月に発表した「建設投資の中長期予

測～2030 年までの見通し」を紹介した。将来の建設市場について、中長期的に実質 2％

                                                  
2 2016 年 11 月時点の情報であることに留意されたい。 

報告する中尾建設経済研究所研究

員（日本） 
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の経済成長率が実現する経済再生ケースにおいては、実質ベースで近年の水準に比べ

て増加又は概ね横ばい、潜在成長率の場合は概ね横ばい又は減少と予測した。 

 2016 年 6 月に「中央建設業審議会・社会資本整備審議会産業分科会建設部会基本問題

小委員会」においてまとめられた「中間とりまとめ」の内容を紹介した。 

 

 
国別報告における質疑応答の様子 

 

 
全体集合写真（ホテルメルパルク東京 5F「瑞雲」） 
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３．フィールドツアー 

会議の翌日（11 月 25 日（金））には、フィールドツアーを東日本高速道路株式会社様の

ご案内により実施し、東京外かく環状道路（以下、外環道）の建設現場を視察した。外環

道は図表○で示すように、都心から半径約 15km のエリアを環状に結ぶ延長約 85km の幹線

道路で、3 環状 9 放射ネットワークの一部である。このうち三郷～高谷間約 16km について

は 2017 年度に開通を予定しており、この地域の交通渋滞緩和や地域間の走行時間の短縮、

生活道路の安全性向上が期待されている。視察現場は図表○で示す京葉 JCT 一般部（①）、

京葉 JCT 高速部（②）、京成本線交差部（③）の三か所である。なお当該区間は、高速自動

車国道を国道 298 号の共同事業である。 

 

 

外環道路地図                           市川南側区間 

 

（出典）国土交通省関東地方整備局 HP より              

 

 

  

③

①

②
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①京葉 JCT 一般部 

 京葉 JCT は、外環道と京葉道路が交差する箇所である。地上は一般道路部分（国道 298

号）、地下は高速自動車道となる。一般道路部分は京葉道路の上に架橋される。各国の代表

者は、建設現場に仮設されたプレゼンセンターで計画の概要の説明を受けた。この地域は

古くは海底にあったことから地盤が弱く、浸水対策に工夫が施された。また、地上部にあ

る県道の交通を確保しながら地下の高速・上空の一般道橋梁を構築していく施工状況を視

察し、高い関心が示された。 

 

京葉 JCT 一般部 

 

（出典）当研究所にて撮影 

 

京葉 JCT 一般部 完成予想図 

 

（出典）東日本高速道路株式会資料より 
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②京葉 JCT 高速部 

 続いて、京葉道路の直下（最小土被り約 10m）を抜ける京葉 JCT・A ランプ（千葉方面

から三郷方面）のトンネル現場を視察した。このランプはシールド工法によって掘削が進

められており、既に概ね完成の状態であった。シールドの先端部分までトンネルを往復で

約 1 キロを歩いて視察を行った。 
 

京葉 JCT 高速部 

 

（出典）当研究所にて撮影 

 

③京成本線交差部 

 最後は、京成本線菅野駅の下（最小土被り約 5m）を立体交差する京成本線交差部の建設

現場を視察した。京成本線への影響を最小限に抑えるため、R&C 工法を採用し、ボックス

カルバートを構築した後に、線路の下へと牽引している。各国メンバーは施工現場のスケ

ールの大きさや、建設現場での安全配慮、丁寧な仕事ぶりに感銘を受けた様子であった。 
 

京成本線交差部 

 
（出典）当研究所にて撮影（※ 当該ボックスの約 5m 上部に京成本線が通る） 
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フィールドツアー集合写真 

 
（出典）当研究所にて撮影（※京葉 JCT・A ランプシールド Tn 坑口にて） 

 

 

３．おわりに 

今回の会議は、前回 2014 年の香港開催から 2 年ぶりの開催であり、「持続可能性を目指

した建設産業及び建設市場」という幅広いテーマを設定して議論を行った。一方で、1995

年の第 1 回開催から 21 回の開催実績を重ね、参加国間での課題や政策に関する情報共有も

進んできた。今回の会議やその後の懇親会等の場では、これまでの議論の内容をさらに深

めていく取り組みの重要性について意見が出たところであり、どのような取り組みができ

るかについて参加国間で議論が継続されることとなった。今後、さらなる発展が期待され

るアジア諸国において、社会・環境・経済など様々な観点において持続可能な地域社会を

構築するにあたり、経済発展や豊かな生活を支える建設産業は極めて重要な役割を担う。

引き続き、アジア・オセアニア地域の各国間で建設産業の健全な発展に向けた情報交換を

行っていきたい。 

なお、次回のアジアコンストラクト会議は、2017 年秋頃に韓国で開催される予定である。 

 

 

（担当研究員 中尾 忠頼） 


